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県内の区域区分を定める都市計画区域

1



区域区分有り（維持）の場合 区域区分なし（廃止）の場合

土
地
利
用
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
の
イ
メ
ー
ジ

＆

概
要

✔市街化調整区域は、原則、開発等行為は禁止

✔ただし、市街化を促進しない場合に限り開発等は可能

✔非線引き都市計画区域は、開発等行為に大きな制限はない

✔ただし、特定用途制限地域の指定等により、立地を制限する建築

物の用途や地域を設定することが可能

主
な
メ
リ
ッ
ト

○厳格な土地利用規制により無秩序な市街地の拡散を防止

○都市施設の維持・運営の効率化

○事業の確実性が担保され、民間による迅速な土地利用が進む

○市町主体の地域特性に応じた土地利用ｺﾝﾄﾛｰﾙが可能

主
な
デ
メ
リ
ッ
ト

▲許可手続き時間やｺｽﾄがかかる
▲事業実施の確実性や、土地の担保価値が低く、金融機関の融資を

受けるのが困難

(開発需要に対し、導入される土地利用規制が弱い場合)

▲住宅等がﾊﾞﾗ建ちする可能性

▲無秩序な市街地の拡散、既成市街地の空洞化

▲農地の減少、営農環境の悪化、優良な景観の喪失

区域区分制度の有無による土地利用コントロールの考え方の違い

原則、開発（建築）行為 原則、開発（建築）行為

用途地域

〈市街化区域〉 〈市街化調整区域〉

用途地域ごとに
立地できる用途を制限

原則、開発（建築）行為○ ○×

用途地域

用途地域ごとに
立地できる用途を制限

[非線引き都市計画区域]

×原則、建築等

ex. 災害R区域
農振青地 等

[線引き都市計画区域]

特定用途
制限地域等

特定用途制限地域等

(例）住宅＋小規模事業所以外×

(例）商業系以外

×
(例)工業系以外

(例)住宅＋小規模事業所○
特別指定区域

(例)工場等

個別許可

○
地区計画

×
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区域区分有り（維持）の場合[線引き] 区域区分なし（廃止）の場合[非線引き]

市街化区域 市街化調整区域 （旧）市街化区域 （旧）市街化調整区域

都市計画法に基づく許可を要
する開発行為の対象規模

１，０００㎡以上※１ ※２ 原則、全ての開発行為 3,000㎡以上※１

土地利用の規制・誘導 用途地域の規制 原則禁止※３

法34条に基づき許可
• 地区計画
• 特別指定区域
• 開発審査会

用途地域の規制
（継続した場合）

市町の土地利用ｺﾝﾄﾛｰﾙ
• 特定用途制限地域
• （用途地域）

【兵庫県緑条例】
環境形成区域ごとに環境形成基準と手続を設定※４

【兵庫県 広域土地利用ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ】※５

大規模な集客施設の立地を誘導する商業ｿﾞｰﾝを定め、それ以外の地域では立地を抑制

立地適正化計画 都市機能誘導区域※６、居住誘導区
域※６、居住調整地域の設定可能

居住誘導区域
の設定不可

都市機能誘導区域※６、居住誘導区域※６、居住調整
地域の設定可能

災害ﾊｻﾞｰﾄﾞｴﾘｱの防災対応等 【災害Ｒｿﾞｰﾝ】 自己居住用を除く開発行為は原則、不許可

立地適正化計画の都市機能誘導区
域、居住誘導区域内では防災指針作
成を義務付け

特別指定区域等に含むことがで
きない｢災害のおそれのある区
域｣を明確化（災害R&Y区域）

立地適正化計画の都市機能誘導区域、居住誘導区
域内では防災指針作成を義務付け

農地の固定資産税 【三大都市圏特定市】
宅地並評価・課税※７

【その他】
宅地並評価・ 農地に準じた課税

農地評価・課税 農地評価・課税

農地転用手続 農業委員会への届出 知事の許可
• 農用地区域、甲種、１種農地は
原則不許可

知事の許可
• 用途地域内の農地
は３種農地となり原
則許可

知事の許可
• 農用地区域、１種農地は
原則不許可

※１ 許可権者が条例により、３００㎡まで引き下げ可能
※２ 神戸、阪神地域（三大都市圏既成市街地、近郊整備地域等）は５００㎡以上
※３ 農林漁業者用の住宅等は、規制されない
※４ 環境形成地域ごとに環境形成区域の名称、手続を要する面積を決定（北播磨北部地域の基準等を記載）

※５ 現在の対象区域は、阪神間、東播、中播都市計画区域
※６ 災害レッドゾーンを除く
※７ 生産緑地地区は農地評価・課税

区域区分の有無による土地利用規制等の比較表
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１ 都市計画法に基づく許可を要する開発行為の対象規模

区 域 ①規制対象規模
（法29条）

②技術基準（法３３条）
③立地基準
（法３４条）１０００㎡

未満
１０００㎡

以上
３０００㎡

以上
10000㎡

以上

都市計画区域
線引き

市街化調整区域 原則、全ての開発行為 適用 適用（→P10)

市街化区域 １,000㎡以上※１※２ 適用

-
非線引き 3,000㎡以上※１ 適用

準都市計画区域※３ 3,000㎡以上※１ 適用

都市計画区域及び準都市計画区域外 10,000㎡以上 適用

※１ 許可権者が条例により、３００㎡まで引き下げ可能（相生市、赤穂市、三木市、高砂市、稲美町、播磨町及福崎町の工業専用地域を除く区域で500㎡まで引き下げ）
※２ 三大都市圏既成市街地、近郊整備地域等は５００㎡以上
※３ 兵庫県内に準都市計画区域の指定はない

● 都市計画法に基づく許可を要する開発行為の対象規模

届出が必要となる開発等

届出を要する開発行為等
用途地域内

（旧市街化区域）
その他

（旧調整区域、都計外）

開発区域が300㎡以上の開発行為 要

要延べ面積が500㎡を越える建築行為
－

二中高で建築不可な建築行為

（参考）綾部市まちづくり条例に基づく開発事業の協議制度

○区域区分の廃止にあわせ、小規模開発に対応するため、一定規模以上

の開発等を行う場合に、届出、住民説明、市との協議等を義務付け

○開発協議の基準として、法33条の技術基準への適合を規定

出典：綾部市パンフレット
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２ 土地利用の規制・誘導 （① 用途地域）

○ 良好な市街地環境の形成や都市における住居、商業、工業などの適正な配置による機能的な都市活動の確保を目的として、市町が決定

○ 13種類の用途地域に応じて、建築物の用途、容積率、建蔽率、高さ等を規制･誘導

低層住宅のための地域。
小規模な店や事務所をか
ねた住宅、小中学校など
が建てられる。

主に低層住宅のための地
域。小中学校などのほか、
１５０㎡までの一定の店
などが建てられる。

中高層住宅のための地域。
病院、大学、５００㎡ま
での一定の店などが建て
られる。

主に住居の環境を守る
ための地域。店舗、事
務所、ホテル、カラオ
ケボックスなどは建て
られる。

住居の環境を守るための
地域。３０００㎡までの
店舗、事務所、ホテルな
どは建てられる。

主に中高層住宅のための地
域。病院、大学などのほか、
１５００㎡までの一定の店
や事務所など必要な利便施
設が建てられる。

まわりの住民が日用品の
買物などをするための地
域。住宅や店舗の他に小
規模な工場も建てられる。

銀行、映画館、飲食店、百
貨店などが集まる地域。住
宅や小規模の工場も建てら
れる。

工場のための地域。どんな
工場も建てられるが、住宅、
店、学校、病院、ホテル等
は建てられない。

どんな工場でも建てられ
る地域。住宅や店は建て
られるが、学校、病院、
ホテル等は建てられない。

主に軽工業の工場やサー
ビス施設等が立地する地
域。危険性、環境悪化が
大きい工場のほかは、ほ
とんど建てられる。

農業と調和した低層住宅
の環境を守るための地域。
住宅に加え、農産物の直
売所などが建てられる。

○ 住宅と農地が混在し、両者が調和して良好な居住環境と営農環境を形成している地域を、あるべき市街地像として都市計画に位置付け、
開発・建築規制を通じてその実現を図る

田園住居地域

【開発規制】
農地の開発行為等※を市町長の許可制

※ 土地の造成、建築物の建築、物件の堆積など

○市街地環境を大きく改変するおそれがある一定

規模（300㎡）以上の開発行為等は、原則不許可

【建築規制】

・農業の利便増進に必要な店舗・飲食店 等 （500㎡以内）
・農産物の生産、集荷、処理又は貯蔵に供するもの

○ 農業用施設

〇低層住居専用地域と同様

形態規制

○ 低層住居専用地域に建築可能なもの

用途規制

道路の沿道において、自
動車関連施設などの立地
と、これと調和した住居
の環境を保護するための
地域。

農産物直売所
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２ 土地利用の規制・誘導 （① 用途地域）

（参考）用途地域による建築物の制限
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２ 土地利用の規制・誘導 （②市街化調整区域において開発・建築が可能な用途等） - Ａ 都市計画法の体系

市街化調整区域では、開発（建築）行為だけでなく、用途変更（既存の農家住宅を誰でも居住できる住宅やレストランとして使用するなど）も原則禁止
【都市計画法第34条】

※１ 神戸市、姫路市、西宮市、尼崎市、明石市、加古川市、宝塚市、伊丹市、川西市又は三田市の区域は市長 ※２ 世帯分離住宅等の定型的な建築物

号 許可することができる建築物

１ 公益上必要な建築物、日常生活に必要な物品販売店等

２ 鉱物資源、観光資源等の利用上必要な施設

３ 温度、湿度等特別の自然的条件を必要とする施設（政令未制定）

４ 農林水産物の処理、加工等の施設

５ 特定農山村地域における農林業等の活性化基盤施設

６ 中小企業の共同化、集団化に資する施設

７ 既存工場と密接な関連を有する事業所等

８ 危険物の貯蔵、処理に供する施設

8の2 災害ﾚｯﾄﾞから移転する施設

９ 市街化区域で建築することが困難な施設<ｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞ等>

10 地区計画、集落地区計画に適合する施設

11
市街化区域に隣接、建物が連たんする区域内の環境の保全上支障のない用途の施設（条
例で区域・用途（住宅、診療所等）を指定）

12 条例で指定する区域、目的、用途に適合する施設

13 調整区域に区分された際に土地所有権等を有する者の自己用住宅等

14 開発審査会の議を経て市街化促進のおそれがない等と認められる建築物等

本県では、地区計画制度の活用促進、特別指定区域
制度などの開発許可制度の弾力的運用により、市街化
調整区域の計画的なまちづくりを推進

本県独自の取組み

①地区計画制度の活用促進

②特別指定区域制度
③許可基準の条例化※２

（開発審査会への付議不要）

④許可基準の事前明示
・特例措置基準：許可後に開発審査会に報告
・提案基準：開発審査会に付議できる基準

● 下表の開発(建築)行為は､知事※1の許可を受けて開発(建築）が可能【都市計画法第34条】

法規制対象外の開発（建築）行為
ア 農林漁業者用の住宅、農機具収納施設等
イ 鉄道施設、公民館など公益上必要な施設
ウ 都市計画事業、土地区画整理事業、市街地再開発事業等の施行として行う開発行為

エ 公有水面埋立法の免許を受けた埋立地で、竣功認可告示前に行う開発行為(告示前の開発行為は公有水面埋立法にて許可)
オ 非常災害のため必要な応急措置として行う開発行為
カ 通常の管理行為、軽易な行為（附属車庫の建築、既存建築物の小規模な改築・用途変更等）

●下表の開発(建築)行為は､知事※1の許可を受けずに開発(建築）が可能 【法第29条第１項第２～11号】）
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加西インター産業団地地区 地区計画（Ｈ３１決定 約48ha）

○ 加西ＩＣ供用開始時（Ｈ４）から周辺の土地利用について、市民の期待があり総合計画等に位
置付けていたが、農用地区域（未整備）であったため手つかずの状態であった

○ 旧農工法が農産法に改正され加西市が適用区域となったため、H28年から農産法を活用
し、農用地区域（23ha）を産業団地とすることについて、協議を開始（ほ場整備は82ha）

○ 農業と製造業の均衡な発展を目指した事業として、H30年に農産法実施計画を策定、
H31年に地区計画（第１期事業区域）を決定し事業に着手

○ Ｒ５年度に、第2期事業区域の地区計画を決定予定

期
間

61ヶ月（5年１ヶ月）

素案作成（５４ヶ月） 法手続き（７ヶ月）

24ヶ月 30ヶ月 2ヶ月 5ヶ月

内
容

• 産業団地手法
• 候補地検討

H26.4～Ｈ28.3

• 農産法活用など農用地区域
除外の手法研究・検討

• 素案・資料作成
• 自治会・住民との合意形成

Ｈ28.3～Ｈ30.8

• 関係機関協議
• 県下協議
• 条例縦覧

Ｈ30.9～Ｈ30.10

• 知事協議
• 案縦覧
• 都市計画審議会
• 条例改正
Ｈ30.11～Ｈ31.3

区域
決定

市町数

決定に要する期間（ヶ月）

素案作成 法手続き
サンプル
地区数

兵庫県※ 13 27.0 21.6 5.4 33

阪神間 4 25.3 20.0 5.3 6

東播 6 28.5 23.9 4.6 22

中播 3 22.8 13.6 9.2 5

西播 0 - - - -

住民合意形成
関係機関協議
資料作成

市街化調整区域における地区計画の決定に要する平均期間

○市町が定める地区計画の区域内において、当該地区計画に定められた内容に適合する建築物等の用に供する目的で行う開発行為は、許可する
ことができる（法３４条10号）

○調整区域における地区計画の決定に要する期間は、平均２７ヶ月（２年３ヶ月）であり、素案作成までの住民合意形成や関係機関との調整、資料作
成等に約22ヶ月、法手続きに約５ヶ月を要している

市町アンケート結果より

地区計画区域

出典：加西市資料

※ 神戸都市計画区域を除く

２ 土地利用の規制・誘導 （② 市街化調整区域において開発・建築が可能な用途等） - Ｂ 地区計画

地区計画制度の活用事例
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